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立地適正化計画における居住誘導区域は，市街化区域とほぼ同程度な場合や，浸水想定区域を含む場合

などの問題を抱えた自治体が複数存在する．実際に令和元年東日本台風では居住誘導区域内に浸水被害も

出ている．そこで本研究では，居住誘導区域の縮小と浸水リスク低減に向けた参考情報を得ることを目的

に，浸水深や避難距離を用いた浸水リスクと実被害の関係，および浸水リスクを含む居住誘導区域の除外

検討を行った．その結果，浸水リスクの高い地域を除外することで，被災地域の大半を除外できることが

示唆された．加えて，浸水深や避難距離を用いることで，被災地域を除外した上で人口密度を維持・向上

できる可能性が明らかとなり，これらを除外方針の一指標とするメリットも示せた． 
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1. はじめに 

 

日本では人口減少に対応するため，都市機能や人口を

集約したコンパクトシティの形成が進められている．

2014年には立地適正化計画(以下，立適)制度が創設され

たことで，各自治体は都市機能誘導区域や居住誘導区域

の設定が可能となった．しかし，誘導区域指定は各自治

体の裁量に委ねられていることから，市街化区域とほぼ

同程度の範囲を居住誘導区域に指定する自治体が存在す

る1)．このように依然として面積縮小という観点のコン

パクトシティ化が十分に計画できていない自治体が存在

するのが現状である． 

また2018年時点では約9割の自治体で居住誘導区域内

に浸水想定区域を含んでいるというのが実態である2)．

令和元年東日本台風では，誘導区域内での洪水浸水事例

が発生したことにより，立適と災害対策の連携の必要性

が唱えられた3)．これを受けて2020年9月に都市再生特別

措置法等の一部を改正する法律が施行され，災害対策の

強化が進められている4)． 

しかし，依然として居住誘導区域指定や浸水想定区域

除外についての明確な基準はなく，あくまで各自治体の

判断に委ねられているのが現状である．また，ここ数年

では居住誘導区域に含まれる浸水リスクの除外検討が行

われるようになり，浸水深だけでなく防災指針に基づく

基準等を求める声も挙がっている5),6)． 

実際に防災先行モデル都市の七戸町7)では，指定避難

所(以下，避難所)に着目し，避難所から遠い地域や垂直

避難が困難な建物についての把握を行い，避難所から遠

い地域は誘導区域には設定せず，避難計画・備蓄計画を

強化することを明記している．しかし，避難所までの距

離(以下，避難距離)を用いた検討だけでは，逃げ遅れた

人が浸水深3.0m以上の危険に晒されることや，住宅への

被害が大きくなることが懸念される．したがって，居住

誘導区域に含まれる浸水リスクの除外検討を行う際には，

浸水深と避難距離の両方の視点より除外検討を行うこと

が重要である．また令和元年東日本台風での浸水事例で

は，被害の有無によって誘導区域指定の効果が異なるこ

とが明らかになっている8)．これより被災した自治体で

は，浸水リスクの除外検討の他に，被災地域の除外検討

が行われる可能性も考えられる． 

以上を踏まえると，浸水深と避難距離を用いた浸水リ

スクの除外検討および，浸水リスクと実被害の関係につ
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いての把握が重要である．また浸水深や避難距離等の指

標を用いるメリットを提示することが必要である． 

 

 

2. 研究の位置付け 

 

(1) 既存研究の整理と研究目的 

居住誘導区域指定と災害リスクについて，櫻井・小川
9)は,浸水リスクが限定的な自治体については，浸水深 

2.0m 以上の除外が可能であるという示唆を得た．田

村・田中10)は，土砂災害リスク低減を図る居住誘導区域

指定を行うことで，多面的な視点から持続可能な都市を

実現することも一定程度可能であることを明らかにした．

谷崎・猪八重 11)は，居住誘導区域への人口集約方法の違

いにより，コンパクト性・ネットワーク性・水害危険性

の変化については，あまり見られないことを示した． 

以上のように浸水深別には居住誘導区域の縮小検討に

関する研究は存在する．しかし災害リスクを考えると単

にその被害規模だけでなく，避難に時間がかかる箇所に

ついても同様にリスクの高い地域として考慮していくこ

とが考えられる． 

そこで本研究では，居住誘導区域指定と避難所の関係

の把握を行った後，浸水深と避難距離を用いた浸水リス

クの除外を検討する．さらに，居住誘導区域における浸

水リスクと実被害の関係を把握する．以上のことを通じ

て，浸水リスクの除外による居住誘導区域縮小の可能性

を探るとともに，居住誘導区域の浸水リスク低減に向け

た参考情報を得ることを本研究の目的とする． 

 

(2) 本研究の特徴 

以上のことより，本研究は以下の特徴を有する． 

1） 浸水深だけでなく避難距離を用いて実被害との関

係や居住誘導区域の縮小検討を実施した新規性が

ある． 

2） 浸水深及び避難距離を用いて居住誘導区域の縮小

結果を示すことで，各自治体における居住誘導区

域指定に関する参考情報を提示した有用性がある． 

3） 浸水深や避難距離を指標として用いることで，被

災地域を効果的に除外できる可能性を示唆した有

用性がある．  

 

(3) 分析対象と本研究の構成 

本研究では，実被害の有無によって居住誘導区域の効

果が異なる8)ことを踏まえ，令和元年東日本台風で浸水

被害が生じた信濃川水系流域における3都市(長野市，千

曲市，飯山市)を対象とする．  

まず 3章で分析概要について説明する．4 章では，居

住誘導区域指定と避難所の関係を把握するため，居住誘

導区域の浸水想定地域に住む人口(以下，浸水想定人口)

に着目した避難所カバー率の算出を行う．それを踏まえ

5 章では，将来的に被災地域の除外検討が行われること

も見据え，居住誘導区域における浸水リスクと実被害の

関係を把握する．また 6章では，居住誘導区域における

浸水リスクの除外検討として，浸水深と避難距離を用い

た浸水リスクの除外検討を行う．以上のことより，7 章

で結論を述べる． 

 

 

3. 分析概要 

 

(1) 使用データ 

浸水想定区域や誘導区域などの主なデータは，国土数

値情報12)より入手した．なお，浸水想定区域については

既存研究5) ,8)を参考に，より頻度の高い災害におけるリ

スク検討を行うため，計画想定規模(L1)を用いた．また，

誘導区域については，国土数値情報上で公開されていな

い場合や，立適の記載事項(災害リスクの除外)と異なる

場合があるため，各自治体の立適資料をもとに，誘導区

域のGISデータを独自に作成あるいは修正した． 

また，浸水推定図や避難所データについては国土地理

院13)を利用した．この浸水推定図は国土地理院が収集し

た情報と標高データから被災にあった浸水範囲を推定し

た図であり，本研究ではこの浸水推定図における浸水範

囲を実被害のあった被災地域として扱う． 

100mメッシュ単位の人口データ(2015年，2040年) につ

いては，東京大学空間情報科学研究センター14)を用いた．

加えてGISのネットワーク解析機能の1つであるODコス

トマトリックス解析(以下，OD解析)を行う際，大河川

を横断するようなOD設定を取らないよう処理するため，

Open Street Map15)より河川データを取得した． 

 

(2) 避難距離，避難所カバー率の算出方法 

避難距離について，本研究では浸水想定区域から避難

所までの移動距離を避難距離とする．1章で述べた七戸

町では，避難距離の算出にはバッファを用いているもの

の，詳細なリスク把握を行うには不向きな手法と考えら

れる．そこで本研究では，4章の分析においてはバッフ

ァを用いるものの，5・6章については既存研究16)を参考

に， OD解析を用いて避難距離の算出を行う． 

また避難所カバー率について，浸水想定人口を避難所

がカバーできている割合のことを指す．そのため，居住

誘導区域内かつ避難所カバー範囲内の浸水想定人口から

居住誘導区域内の浸水想定人口を除することで算出する．

その際のカバー範囲については，高齢者の避難限界距離

や歩行距離を考慮して，各バッファの大きさは 2km16)17)

と500m18)とした．また，避難所が災害時に機能するか否
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かについては避難所データの属性情報で判断し，浸水想

定時に機能する避難所と，浸水かつ土砂災害時にも機能

する避難所を対象とする． 

  

(3) 浸水リスクに着目した居住誘導区域の縮小方法 

 浸水リスクの除外を行う指標には既存研究 5)で用いら

れている浸水深をベースに，浸水深で除外できない地域

については避難距離を用いて除外する．ここで中核市を

対象にした既存研究 19)では，40 人/ha を満たすと最低限

必要な都市施設の立地があることが示唆されている．ま

た 40 人/haを満たさない自治体では，都市施設への徒歩

アクセス性が低下する可能性についても述べられている
20)．これらを踏まえ，人口密度維持もしくは 40 人/ha の

確保が可能になるまで避難距離が遠い地域から居住誘導

区域の縮小を行う．なお避難距離の検討は10mずつ実施

する．また，本研究では居住誘導区域の縮小に着目をし

ているため，既存研究 5)に倣い，都市機能誘導区域はハ

ード対策によって対応すると仮定し，都市機能誘導区域

は分析対象外とする． 

以上の仮定のもと，対象自治体が有する浸水リスクを

詳細に把握し，居住誘導区域からの除外が望ましい地域

や，居住誘導の対象となる人口の把握を試みる．ここで

検討を行うにあたり，居住誘導区域からの除外対象とな

るメッシュ(以下，除外対象メッシュ)，居住誘導区域で

リスクのないメッシュやリスクはあるもののリスクの低

い地域を除外対象としない場合のメッシュ(以下，居住

誘導先メッシュ)とする．なおリスクの大小に応じた除

外対象についてはケースごとに段階を設けて検討する． 

分析はGISを用いて値を算出する．また，浸水想定地

域における避難距離の算出には OD解析を用いる．なお，

同解析を行う上で必要な OD設定や詳細設定については，

以下の通りである． 

1） 始点は，都市機能誘導区域を除く居住誘導区域内

の浸水想定地域を 100mメッシュで区切った各メッ

シュの重心とする．なお，浸水想定の有無は重心

が浸水想定区域に含まれるか否かで判断する． 

2） 終点は，安全性を考慮し浸水・土砂災害がともに

発生した場合でも機能する避難所とする． 

3） 河川を横断するようなOD設定を防ぐため，河川デ

ータを用いたバリアを設定する． 

 

 

4. 浸水想定人口に着目した避難所カバー率 

 

居住誘導区域指定と避難所，浸水想定区域，浸水想定

人口の関係についての現状を把握した結果を図-1，表-1

に示す．これらの結果から以下のことがわかった． 

1） 長野市では，土砂災害の有無に関わらず，避難所

カバー率(2km)は豊野，若穂地域で 50%未満である．

一方の稲荷山地域において，市内の避難所へ避難

する場合，避難所カバー率(2km)は 0%であるものの，

千曲市への避難が可能な場合は 97％となる．また

避難所カバー率(2km)と比べて，避難所カバー率

(500m)は，全ての居住誘導区域で 30％以下となる． 

 

 

 

図-1 災害時に機能する避難所分布とそのカバー範囲 

 

表-1 居住誘導区域の浸水想定人口に着目した避難所カバー率

(歩行距離・避難所の災害機能別) 

 

浸水 浸水&土砂 浸水 浸水&土砂

長野 13,414 81% 81% 18% 18%

松代 2,169 100% 100% 0% 0%

篠ノ井 11,977 78% 78% 0% 0%

東犀南 3,624 100% 100% 0% 0%

川中島 23,787 100% 100% 30% 30%

豊野 2,951 28% 28% 0% 0%

稲荷山 1,809 97% 97% 0% 0%

安茂里 3,290 100% 100% 27% 27%

若穂 2,762 45% 45% 0% 0%

屋代 10,043 100% 100% 71% 71%

稲荷山 2,861 100% 100% 79% 79%

八幡 1,265 100% 100% 99% 99%

戸倉 8,680 100% 100% 85% 85%

上山田温泉 2,478 100% 100% 90% 36%

飯山市 飯山 2,690 50% 50% 0% 0%

避難所有効範囲・災害機能別の避難所カバー率

※避難所カバー率＝避難所カバー範囲内の浸水想定人口/浸水想定人口

徒歩500m圏市町村 徒歩2㎞圏

長野市

千曲市

居住誘導区域

区域名
浸水想定

人口(人)
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2） 千曲市では，土砂災害の有無に関わらず，避難所

カバー率(2km)は，全ての居住誘導区域で100％であ

る．また土砂災害も同時に発生した場合，避難所

カバー率(500ｍ)は，八幡を除く居住誘導区域で低

下するものの，上山田温泉地域を除く地域では 

70%以上と比較的高い．なお，上山田温泉地域に

おいて浸水のみが発生する場合，避難所カバー率

(500m)は 90％であるものの，土砂災害も同時に発

生した場合は 36％まで低下する． 

3） 飯山市では，土砂災害の有無に関わらず，避難所

のカバー率(2km)は 50％である．さらに避難所カバ

ー率(500ｍ)は 0%である． 

以上のことより，居住誘導区域であっても避難所のカ

バー範囲(2km)外である浸水想定地域が確認され，この

ような地域への対策は特に重要である．加えて，避難所

カバー率(500ｍ)は，八幡地域を除く全ての地域で低下す

ることから，今後の高齢化の進展を見据え，避難者の歩

行距離が短くなることを想定した対策の実施も重要であ

る．また近隣自治体と連携することで，避難体制の強化

が可能なケースが確認されたため，各自治体は避難所の

連携についての可能性を探ることも必要である． 

これらを踏まえると，近隣自治体と連携等を検討した

上で，避難所から遠い地域の対策を実施していくことが

考えられる．具体的には，避難所の新設もしくは民間施

設の避難所活用，避難所から遠く災害リスクのある地域

を居住誘導区域から除外することなどが考えられる． 

 

 

5. 居住誘導区域における浸水リスクと実被害 

 

(1) 浸水リスク(浸水深別)と実被害の関係 

被災地域の除外検討が行われることも見据え，居住誘

導区域における浸水リスクと実被害の関係についての把

握を行う．その際，浸水リスクについては浸水深や避難

距離に着目する．そこで本節では，居住誘導区域におけ

る浸水リスク(浸水深別)と実被害の関係についての把握

した(表-2)．これらの結果から以下のことがわかった．  

1） 居住誘導区域における実被害範囲は，おおよそ浸

水想定区域に含まれる． 

2） 浸水リスク(浸水深)が高いほど，実被害含有率は

高くなる．特に浸水深 3.0m 以上では顕著である． 

以上のことより，浸水リスクを除外することで，被災

地域の大半を除外できる可能性が示唆された．またリス

ク(浸水深)の高い地域から除外することで，被災地域も

効果的に除外できる可能性が明らかになった．特に浸水

深 3.0m 以上の地域では，実被害含有率が顕著に高いた

め，この地域の除外や対策の検討を行っていくことが考

えられる．一方で，浸水想定区域以外で被害が生じてい

ることも確認されたため，被災地域を除く指標について

の検討も今後の方向性として考えられる． 

 

(2) 浸水想定地域の避難距離と実被害の関係 

居住誘導区域における浸水想定地域の避難距離と実被

害の関係についての把握を行った結果を図-2 に示す．

この図から被害がなかった地域と比べ，被害にあった地

域は避難距離の平均値が高いことが明らかになった．な

お，千曲市の被害にあった地域に該当するメッシュは得

られなかった．このことより，居住誘導区域における浸

水想定地域において，避難所から遠い地域から除外する

ことで，被災地域を効果的に除外できる可能性が示唆さ

れた． 

 

 

6. 浸水深と避難距離を用いた浸水リスクの除外

による居住誘導区域縮小の検討 

 

表-2 居住誘導区域における浸水リスクと実被害の関係 

 

 

 

図-2 居住誘導区域における浸水想定区域からの避難距離 

浸水想定

(ha)

実被害

(ha)

実被害

含有率

想定なし 0.9

0.5m未満 563.9 0.1 0%

0.5以上3.0m未満 866.4 89.8 10%

3.0以上5.0m未満 53.9 41.0 76%

5.0m以上10.0m未満 9.8 6.9 71%

長野市全体 1,494.0 138.7 9%

想定なし 0.0

0.5m未満 87.8 0.0 0%

0.5以上3.0m未満 699.2 0.3 0%

3.0以上5.0m未満 91.6 3.4 4%

5.0m以上10.0m未満 2.0 0.0 2%

千曲市全体 880.6 3.8 0%

想定なし 0.0

0.5m未満 2.5 0.0 0%

0.5以上3.0m未満 32.2 0.1 0%

3.0以上5.0m未満 59.9 40.7 68%

5.0m以上10.0m未満 0.5 0.4 77%

飯山市全体 95.1 41.1 43%

千

曲

市

飯

山

市

長

野

市

浸水深
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(1) 長野市における居住誘導区域縮小の検討 

本章では，居住誘導区域に含まれる浸水リスクの除外

検討として，浸水深と避難距離を用いた検討を行う．長

野市を対象に分析した結果を表-3，図-3 に示す．これら

の結果から以下のことがわかった．  

1） 2015 年時点における居住誘導区域の人口密度は 47.8 

人/ha である．そして，現状の居住誘導区域の大き

さを維持した場合(以下，BAU(Business As Usual))，

2040 年には 35.9 人/ha まで低下する． 

2） 浸水深を用いて除外を行った場合(ケース 1 からケ

ース 4)，除外対象メッシュ内に住む人口(2040 年)

は，それぞれ 233 人，1,365 人，23,441 人，42,134 人

である．2040 年を目途にこの人口を居住誘導先メ

ッシュへと誘導を行った場合，居住誘導先メッシ

ュの人口密度は，ケース別に 36.0 人/ha，36.3 人/ha，

41.3 人/ha，45.8 人/ha となる．また，居住誘導区域

縮減率は 0%，1%，13%，21%である． 

3） 浸水深と避難距離を用いて除外・誘導を行うこと

で 40 人/ha の確保を図った場合(ケース 5)，除外に

必要な避難距離は 1.00km，除外対象メッシュ内に

住む人口(2040 年)は 17,781 人であり，誘導を行った

場合における居住誘導先メッシュの人口密度は 40.5 

人/ha となる．また，居住誘導区域縮減率は 11%で

ある． 

以上のことより，中核市である長野市において，

BAU だけでなく 2040 年を目途に居住誘導先メッシュへ

居住誘導を行った場合のケース 4 であっても 2015 年の人

口密度を下回る．なお，誘導先のキャパシティの観点に

ついては既存研究 11)と同様に，2015 年の人口密度を下回

ることから可能であるとみなした．したがって，人口密

度維持を目指していくのであれば，本研究の仮定よりも

厳しい施策の実施が必要である．例えば市街化区域や市

街化調整区域内の災害想定地域などからの誘導を促すな

どが考えられる． 

またケース 3 において，既存研究 19), 20)が提示する 40.0 

人/ha を満たしており，中核市として必要最低限の都市

施設の立地と徒歩アクセス性があると想定される．一方

で，居住誘導区域縮減率は 13%となり，23,441 人の居住

誘導が必要となる．そこで，浸水深と避難距離を用いた

ケース 5 を検討したところ，居住誘導区域縮減率は 11%

で居住誘導の対象となる人口は 17,781人となり，ケース 

3 よりも 5,660 人の居住誘導を減らすことが可能である． 

これらを踏まえると，長野市において，浸水リスクを

全て除外するよう居住誘導区域を見直し，かつ除外され

なかった居住誘導区域へ人々を誘導することで，2015 年

時点の居住誘導区域の人口密度に近づけることができる．

しかし長野市のように，人口密度維持が難しい可能性の

ある中核市については，都市施設の立地や徒歩アクセス 

表-3 長野市における居住誘導区域縮小のケーススタディ 

 

 

 

図-3 長野市における居住誘導区域からの除外地域(ケース5) 

 

性の観点より，40.0 人/ha 以上の人口密度維持を長期的な

目標にすることも一つである．その際には，本研究で用

いた浸水深や避難距離の指標だけでなく，その他の指標

等についても検討し，実現可能性を高めていくことが重

要である． 

 

(2) 千曲市における居住誘導区域縮小の検討 

千曲市を対象に分析した結果を表-4，図-4に示す．こ

れらの結果から以下のことがわかった．  

1) 2015 年時点における居住誘導区域の人口密度は 28.5 

人/ha である．そして BAU の場合，2040年には 20.4 

人/ha まで低下する． 

2) 浸水深を用いて除外を行った場合(ケース 1 からケ

ース 4)，除外対象メッシュ内に住む人口(2040 年)

は，それぞれ 16 人，650 人，8,072 人，9,172 人であ

る．2040 年を目途にこの人口を居住誘導先メッシ

ュへと誘導を行った場合，居住誘導先メッシュの

人口密度は，ケース別に 20.4 人/ha，21.3 人/ha，35.7 

人/ha，39.7 人/ha となる．また，居住誘導区域縮減

率は 0%，4%，43%，49%である． 

人口(人)
人口密度

(人/ha)
人口(人)

人口密度

(人/ha)

5,619 268,721 47.8 201,860 35.9

人口(人) 面積(ha) 面積(ha)
人口密度

(人/ha)

居住誘導区

域縮減率

ケース1  浸水深5.0m以上10.0m未満 233 10 5,609 36.0 0%

ケース2  ケース1＋3.0m以上5.0m未満 1,365 47 5,561 36.3 1%

ケース3  ケース2＋0.5m以上3.0m未満 23,441 674 4,887 41.3 13%

ケース4  ケース3＋0.0m以上0.5m未満 42,134 476 4,411 45.8 21%

ケース5  ケース2＋避難距離(1.00km以上) 17,781 572 4,989 40.5 11%

ケース別

除外対象メッシュ 居住誘導先メッシュ

長野市

居住誘導区域

面積(ha)

2015年 2040年(BAU)
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3) 浸水深と避難距離を用いて除外・誘導を行うこと

で人口密度の維持を図った場合(ケース 5)，除外に

必要な避難距離は 0.31km，除外対象メッシュ内に

住む人口(2040 年)は 4,936 人であり，誘導を行った

場合の居住誘導先メッシュの人口密度は 30.4 人/ha 

となる．また居住誘導区域縮減率は 33%である． 

以上のことより，BAU では人口密度は維持できない

が，2040 年を目途に居住誘導先メッシュへ誘導を行った

場合，ケース 3 で 2015 年の人口密度を上回り，ケース 4 

では 40.0 人/ha 程度まで高めることができるが明らかと

なった．その一方，ケース 3 の時点で居住誘導区域縮減

率が 43%となり，8,072 人の居住誘導が必要となる．ま

た，居住誘導先メッシュの人口密度は 2015 年時点より

も高くなることから，居住誘導先メッシュのキャパシテ

ィ不足が懸念される．そこで，浸水深と避難距離を用い

たケース 5 を検討したところ，居住誘導区域縮減率は 

33%，居住誘導の対象となる人口は 4,936 人となり，ケ

ース 3 よりも居住誘導区域縮減率で 10%，居住誘導の対

象となる人口で 5,660人を減らすことが可能である． 

これらを踏まえると，千曲市では人口密度維持を目安

に，居住誘導区域に含まれる浸水リスクの除外を行い，

それに伴う居住誘導を行うことが考えられる．その際，

実現可能性を鑑みて，避難距離などの指標を用いるかを

検討することも重要である．  

 

 

表-4 千曲市における居住誘導区域縮小のケーススタディ 

 

 

 
図-4 千曲市における居住誘導区域からの除外地域(ケース5) 

(3) 飯山市における居住誘導区域縮小の検討 

飯山市を対象に分析した結果を表-5，図-5に示す．こ

れらの結果から以下のことがわかった． 

1) 2015 年時点における居住誘導区域の人口密度は 27.1 

人/ha である．そして BAU の場合，2040年には 19.0 

人/ha まで低下する． 

2) 浸水深を用いて除外を行った場合(ケース 1 からケ

ース 3)，除外対象メッシュ内に住む人口(2040 年)

は，それぞれ 260 人，515 人，549 人である．2040 年

を目途にこの人口を居住誘導先メッシュへと誘導

を行った場合，居住誘導先メッシュの人口密度は，

ケース別に21.0 人/ha，24.1 人/ha，24.7 人/ha となる．

また居住誘導区域縮減率は 10%，21%，23%である． 

3) ケース3のように浸水リスクのある地域を全て除外

し，その地域に住む人口を誘導した場合であって

も，人口密度の維持ができない．人口密度を維持

するためにはケース 3に加えて 1,848人の誘導が必

要である． 

以上のことより，BAU では人口密度は維持できず，

2040 年を目途に居住誘導先メッシュへ誘導を行った場合，

ケース 3 であっても 2015 年の人口密度を下回る．これら

を踏まえた今後の対策として，都市機能誘導区域を含め

た検討やその他の基準を設けた検討，居住誘導区域外か

らの強い居住誘導，区域設定の見直しなどが考えられる． 

 

 

表-5 飯山市における居住誘導区域縮小のケーススタディ 

 

 

 

図-5 飯山市における居住誘導区域からの除外地域(ケース3) 

 

 

人口(人)
人口密度

(人/ha)
人口(人)

人口密度

(人/ha)

979 27,890 28.5 19,977 20.4

人口(人) 面積(ha) 面積(ha)
人口密度

(人/ha)

居住誘導区

域縮減率

ケース1  浸水深5.0m以上10.0m未満 16 2 977 20.4 0%

ケース2  ケース1＋3.0m以上5.0m未満 650 41 937 21.3 4%

ケース3  ケース2＋0.5m以上3.0m未満 8,072 378 559 35.7 43%

ケース4  ケース3＋0.0m以上0.5m未満 9,172 56 503 39.7 49%

ケース5  ケース2＋避難距離(0.31km以上) 4,936 279 658 30.4 33%

ケース別

千曲市

除外対象メッシュ

居住誘導区域

面積(ha)

2015年 2040年(BAU)

居住誘導先メッシュ

人口(人)
人口密度

(人/ha)
人口(人)

人口密度

(人/ha)

115 3,118 27.1 2,178 19.0

人口(人) 面積(ha) 面積(ha)
人口密度

(人/ha)

居住誘導区

域縮減率

ケース1  浸水深3.0m以上5.0m未満 260 11 103 21.0 10%

ケース2  ケース1＋0.5m以上3.0m未満 515 13 90 24.1 21%

ケース3  ケース2＋0.0m以上0.5m未満 549 2 88 24.7 23%

除外対象メッシュ 居住誘導先メッシュ

ケース別

飯山市

居住誘導区域

面積(ha)

2015年 2040年(BAU)
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7. まとめ 

 

本研究では，居住誘導区域の縮小および浸水リスク低

減に向けた参考情報を得ることを目的に分析を行った．

得られた主な成果は，以下の通りである． 

1) 居住誘導区域の避難所カバー率(2km圏)の低く，浸

水想定人口が存在する地域が複数存在する．また

八幡地域を除く全ての地域において，避難所カバ

ー率(500m 圏)は，避難所カバー率(2km 圏)から低

下もしくは大幅に低下している．一方で，近隣自

治体と連携することで，避難所カバー率(2km圏)が 

0%から 97%まで高まる地域についても確認された． 

2) 居住誘導区域における実被害範囲は，おおよそ浸

水想定区域に含まれる．そして浸水リスク(浸水

深)が高いほど，実被害含有率は高くなり，特に浸

水深 3.0m 以上では顕著である．また浸水被害がな

かった地域と比べて，被害にあった地域は避難距

離の平均値が高い． 

3) 長野市と飯山市では，居住誘導区域の浸水リスク

を全て除き，かつ除いた地域の人口を誘導したと

しても，2015 年時点における居住誘導区域の人口

密度は維持できない．一方で長野市については，

浸水リスクを一定程度除き，かつ除いた地域の人

口を誘導することで，DID の一基準である 40 人/ha 

の人口密度は維持できる．また千曲市では，浸水

リスクを一定程度除き，かつ除いた地域の人口を

誘導することで，2015 年時点の人口密度を維持で

きる．さらに浸水リスクを全て除き，かつ除いた

地域の人口を誘導した場合は，40 人/ha 程度まで人

口密度を高められる． 

4) 浸水深と避難距離を用いた除外検討を行ったため，

各自治体が有する浸水リスクの高い地域や，リス

クのない地域等を明らかにした．  

以上のことから浸水深に加え避難距離を用いることで

被災地域を居住誘導区域から除外できる可能性が示唆さ

れた．また，浸水深と避難距離を用いて居住誘導区域か

らリスクの高い地域を除外し，その地域に住む人口を居

住誘導区域内に誘導すると人口密度の維持や 40 人/haの

密度を維持できる可能性が明らかとなった．このことか

ら浸水深や避難距離を用いた居住誘導区域の縮小・誘導

を実施することで拠点として維持していくことの可能性

が示唆された． 

一方で，災害リスクを除外しただけでは現状の人口密

度が維持できない自治体が確認された．そういった自治

体では今後の立適の目標人口の設定次第によっては災害

リスク以外の要因から居住誘導区域の縮小検討を実施す

ることや，誘導区域外からの誘導をより図ること，市町

村間連携を図ることなどが考えられる． 

今回は避難所への移動を想定したが，避難所までの距

離が遠い場合，まずは災害想定地域の外へ避難するとい

う考え方を持っておくことが望ましい．今後の課題とし

て，津波等のその他災害を含めた検討，対象地の拡大，

都市機能誘導区域を含めた検討，生活利便性との兼ね合

いの検討，被災地域の除外検討などが挙げられる．  
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